
４　主要事業一覧

◎ 持続可能な地域公共交通の確保・維持
【新】
1

[021001]

*バス：車両3台、タクシー：車両4台、充電設備4か所(2024年度)

交通政策局交通政策課 R６要求

【地】
2

[021001]

交通政策局交通政策課 R６要求

3

[021001]

交通政策局交通政策課 R６要求

4

[021001]

*求職者向けセミナーの参加者：100人(2024年度)

交通政策局交通政策課 R６要求

（別紙３）

　　　※ 【新】：新規事業局長からの提案、意見等反映事業　　【共】：県民参加型予算（提案・共創型）
 　　 　　【地】：地域振興局長からの提案、意見等反映事業　　【選】：県民参加型予算（提案・選定型） 企画振興部

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

県内バス・タクシー事業者に対して、長期的な輸送コストの負担軽減やCO2排

出量削減による環境負荷の軽減を図るため、車両及び充電設備の導入を支援
します。

  　　・事業主体　　　　県内の一般乗合旅客自動車運送事業者、
　　  　　　　　　　　　　　一般乗用旅客運送事業者
  　　・補助対象経費　車両、付属品・改造費、充電設備の導入費用
  　　・補助率　　 　　　バス：1/4以内、タクシー：国補助額の1/2以内

50,492 R５当初 0

県内バス路線の基盤強化を図るため、県がバス車両を購入し、乗合バス事業
者に貸与します。

【拡】・長野県地域公共交通計画に位置付ける路線系統を走行する
　　　　車両を対象

*購入台数（想定）：19台(2024年度)

530,678 R５当初 200,837

*地域連携ICカード導入費への支援受入地域数：3地域(2024年度)

236,100 R５当初 31,176

県内公共交通機関におけるキャッシュレス化を推進するため、乗合バス事業者
等に対し、地域連携ICカードの導入に係る費用を支援します。

  　　・事業主体　　　　県内に営業所のある乗合バス事業者、市町村等
 　 　・補助対象経費　地域連携ICカードの導入に要する経費
　  　・補助率　　　　　 1/3以内

[R5.11月補正] [4,055]

持続可能な地域公共交通を実現するため、バス・タクシードライバーの人材確
保（採用活動等）の取組を支援します。

  　　・魅力・採用情報の発信
  　　・魅力発信・マッチングセミナーの開催
　  　・就職相談窓口の設置
　  　・経営改善・採用力向上セミナーの開催

*事業者向けセミナーへの参加者：120社(2024年度)

13,709 R５当初 0

交通GX加速化のための電
気バス・タクシー導入支援事
業補助金

県有民営による幹線バス路
線確保対策事業費

地域連携ICカード導入支援
事業補助金

ドライバー等人材確保支援
事業費

(企画振興部-1)



事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

【新】
5

[021001]

交通政策局交通政策課 R６要求

【新】
6

[021001]

交通政策局交通政策課 R６要求

7

[021002]

*支給対象：

4者（木マクラギコンクリート化約6,000本、車両更新6両分等）(2024年度)

交通政策局交通政策課 R６要求

8

[021002]

1者（3駅における内方線付き点状ブロック、スロープ設置等）(2024年度)

交通政策局交通政策課 R６要求

◎ デジタル・最先端技術の活用の推進
【新】
9

[020301]

*伴走支援の開始：3件（2024年度)

DX推進課 R６要求

過疎地域など条件が不利な地域であっても、デジタルの力を活用し豊かで不自
由のない生活を送ることができるよう、分野横断・面的なデジタル技術等の実装
を支援し、モデル地域を創出します。

【新】・知見を有する民間企業に、市町村の課題整理等の伴走支援を委託
【新】・外部デジタル人材を県が募集・採用し、市町村へ派遣

67,707 R５当初 0

交通DXの推進により公共交通の利便性を向上させ、自家用車から公共交通へ
の転換を図ります。

  　　・バスロケーションシステム、デジタルサイネージ導入支援
  　　・路線バス待合環境整備支援
  　　・GTFS-JP整備研修会開催、問合せ窓口設置

*補助件数（想定）：15件、研修会開催：8回(2024年度)

15,463 R５当初 0

交通空白地における輸送の確保を図るため、自家用有償旅客運送（交通空白
地有償運送）を始めようとしている事業者を支援します。

  　　・事業者や利用者を交えた意見交換会の開催
  　　・自家用有償旅客運送に係るマニュアル等の作成

*意見交換の場：年4回、参加者数：総計80人(2024年度)

20,000 R５当初 0

[R5.9月補正] [8,333]

地域鉄道路線が行う鉄道の安全性を確保するため、必要な設備整備に対して
補助を行います。

  　　・対象設備　ＰＣマクラギ化、レール交換、新型車両の導入等
　　　　　　　　　　　（【拡】ＰＣマクラギ化緊急対策分）
  　　・補助率　　1/6以内

446,078 R５当初 478,587

県民の生活に密着した社会基盤である鉄道駅のバリアフリー化を推進するた
め、事業者の実施するエレベーター設置等の事業に対し、補助を行います。

【拡】・対象設備　エレベーター（エスカレーター）、内方線付き点状ブロック、
　　　　スロープ（付随設備を含む）等
　　　・対象経費　本工事費（資産購入含む）、附帯工事費、補償費、事務費
　　　・補助率　　 1/6以内

*支給対象：

9,900 R５当初 19,500

交通DXによる公共交通利
用転換事業費

交通空白地における輸送確
保支援事業費

地域鉄道安全性向上支援
事業費補助金

利用者にやさしい駅舎の整
備事業補助金

デジタル・最先端技術活用
推進事業費

(企画振興部-2)



事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

10

[020301]

*イベント回数：1回以上（2024年度)、補助件数：6件（2024年度)

DX推進課 R６要求

11

[020301]

DX推進課 R６要求

12 DX人材育成・誘致事業費
[020301]

DX推進課 R６要求

◎ 地域活力の維持・発展

13 地域振興局事業費
[020602]

*支援金を新たに活用した団体数：97団体(2024年度)

*推進費を活用した事業における成果目標のうち、達成したものの割合：

  74%(2024年度)

地域振興課 R６要求

【選】
14 県民参加型予算事業費

[020602]

地域振興課 R６要求

山岳地特有の地域課題を解決するため、ドローンや空飛ぶクルマ等の次世代
空モビリティの社会実装に向けた環境を整備するとともに、県民の理解促進を
図ります。

【新】・県民の理解促進を図るイベント、シンポジウムを開催
【新】・民間事業者に対して次世代空モビリティの社会実装に係る経費を補助

74,958 R５当初 3,898

誰もがデジタル化の恩恵を受けられる社会の実現のため、デジタル活用に不安
のある高齢者等の支援を行います。

  　　・スマートフォンの基本的な扱い方から、スマートフォンを利用した
     　 行政手続等に関する助言や相談を行う講習会の開催

*講習会開催市町村数（累計）：50市町村（2023年度）→58市町村（2024年度）

5,307 R５当初 5,307

多様なDX人材を育成・誘致するため、セミナーやコンテスト等の開催により、
DX人材候補が共に成長できる機会を創出するとともに、その取組を全国に発
信します。

 　 　・DX人材が持つ知見・経験等を集約したシリーズ型セミナーを実施
　  　・信州未来アプリコンテスト０（ZERO）の実施

*イベント実施回数：4回以上（2024年度）

8,700 R５当初 9,149

地域の強みや特性を最大限に生かした地域活性化を図るため、多様な主体に
よる自主的・主体的な取組を支援するとともに、地域振興局長がリーダーシップ
を発揮し、現地機関が一体となって施策に取り組みます。

  　　・地域発 元気づくり支援金を活用した地域の元気を生み出す取組の
　　　　支援
  　　・地域振興推進費を活用した地域課題解決のための事業の実施

774,581 R５当初 815,338

県民等の新たな発想や問題意識を取り入れ、県予算を共に創り上げるため、県
民参加型予算（提案・選定型）を実施します。

　　※県民参加型予算（提案・選定型）については、提案があった事業から
　　　 予算化事業を選定し、必要な経費を要求します。

※ R５当初 23,379

信州次世代空モビリティ活
用推進事業費

デジタル活用支援推進事業
費

(企画振興部-3)



事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

15 地域活性化推進事業費

[020601]

*特定地域づくり事業協同組合制度の活用検討会開催市町村数：

 4市町村(2024年度)

*輝く農山村地域の創造に取り組む市町村数（累計）：3市町村(2024年度)

地域振興課 R６要求

16

[020701]

  達成したものの割合：60%(2024年度)

地域振興課 R６要求

◎ 信州まつもと空港の利便性向上と更なる活性化の推進
【地】
17

[021101]

*国内定期便利用率：66.2%(2022年度)→70.0%(2024年度)

*国際チャーター便就航数：0便(2022年度)→24便(2024年度)

交通政策局松本空港課 R６要求
[債務負担行為額]

【新】【地】【共】
18

[021101]

交通政策局松本空港課 R６要求

地域の課題を自主的・主体的に解決しようとする取組の推進のため、地域づくり
の担い手の活動支援や育成、特定地域づくり事業協同組合制度の活用促進を
行います。
さらに、地域資源の魅力を最大限に活用し、複合的に価値を生み出す「輝く農
山村地域」の創造に取り組む市町村を支援します。

【新】・県で地域おこし協力隊員を配置し、市町村協力隊員の活動事例の
        見える化や協力隊員・隊員OBOGのつながりを強化
【新】・特定地域づくり事業協同組合制度の活用を促進するため、
　　　　設立検討段階から運営支援まで一貫した支援を実施
【新】・輝く農山村地域創造に向け、市町村に対する財政支援により取組
        を加速化

*市町村地域おこし協力隊員の定着率：85%(2024年度)

72,389 R５当初 25,003

市町村の持続的・効果的な行政サービスの提供に資するため、国の支援制度
が適用されない地域において、市町村が広域的に連携して実施する事業に対
して助成します。

【●】・対象地域　北アルプス地域　5市町村、木曽地域　6町村
【●】・補助率　 　1/2以内

*市町村の広域連携推進事業交付金を活用した事業における成果指標のうち、

36,000 R５当初 36,000

信州まつもと空港の発展・国際化を推進するため、発着路線の利用促進や拡
充に取り組むとともに、安全・安心な空港に向けた管理運営を行います。

【地】・広告宣伝活動や旅行商品造成支援等による国内線の利用促進
【拡】・国際チャーター便の誘致及び国際乗継便の利用促進
　　　・空港施設・設備の整備、修繕及び保守管理等の実施
【新】・空港ターミナルビルの老朽化対策及びバリアフリー化に対する支援

503,227 R５当初 778,337
[1,481,870]

航空便利用者だけでなく、空港来訪者や地域住民にとって親しみのある空港と
するため、ジェット化開港30周年を契機としたイベント開催や空港の魅力を伝え
るフォトスポットを制作・設置し、賑わいを創出します。

【●】・ジェット化開港30周年を契機とした魅力向上事業の実施

*魅力発信フォトスポット設置：1か所(2024年度)

9,115 R５当初 0

市町村の広域連携推進事
業費

信州まつもと空港利活用・
国際化推進事業費

信州まつもと空港における
賑わい創出事業費

(企画振興部-4)



事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

19 沖縄県との交流促進事業費
[020102][021101]

総合政策課

交通政策局松本空港課 R６要求

◎ 移住・交流の推進

20 移住・交流推進事業費

[020801]

信州暮らし推進課 R６要求

【新】

21
在ブラジル長野県人会創立
65周年等記念事業費

[020901]

国際交流課 R６要求

◎ 少子化・人口減少対策の推進

22

[020101]

総合政策課

こども若者局次世代サポート課 R６要求

令和5年3月に締結した沖縄県との交流連携協定を踏まえ、沖縄県との交流を
一層拡大するため、チャーター便の運航を促進するとともに、官民一体のトップ
セールス等を実施します。

【●】・チャーター便を利用した旅行商品造成支援及び広告宣伝費助成
【●】・官民一体となったトップセールス等による沖縄県との関係強化

*沖縄チャーター便の就航便数：20便(2022年度)→26便(2024年度)

11,349 R５当初 11,253

ブラジル・サンパウロ市で開催される在ブラジル県人会創立65周年記念式典等
に出席し、祝意を表するとともに、県人会との交流を行います。

14,169 R５当初 0

移住者や二地域居住者を県内に呼び込むため、仕事と暮らしをセットにした情
報発信や移住者受入体制の充実に取り組むとともに、地域の空き家利活用を
推進するための取組を展開します。

　　　・田舎暮らし「楽園信州」推進協議会と連携した移住セミナー等の開催
　　　・NPO法人ふるさと回帰支援センターとの連携
　　　・地域と強いつながりを持つ関係人口構築に向けたプログラム等
        の実施
【新】・地域で空き家利活用に取り組む専門人材を育成するための研修
        の実施
【新】・首都圏と県内の若者による、県内地域との関わり創出や首都圏に
        おける拠点の有効活用の検討の実施

*移住相談件数：4,593人(2022年度)→3,800人(2024年度)

*移住イベント参加者数：752人(2022年度)→850人(2024年度)

62,435 R５当初 53,105

少子化を食い止め、人口減少に対応するため、市町村や地域の様々な関係者
と連携し、県民の希望をかなえる少子化対策及び今後の人口減少を前提とした
社会づくりを検討します。

【●】・少子化・人口減少対策戦略検討会議の開催

1,209 R５当初 1,348

少子化・人口減少対策戦略
検討会議開催事業費

(企画振興部-5)



事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

◎ EBPMの推進

23 EBPM推進事業費
[020201]

統計室 R６要求

◎ 県民等の立場に立った広報の推進

24 発信力強化事業費
[020503]

*研修実施回数：10回（2024年度)

*民間の専門人材による個別事業への助言：50回（2024年度)

広報・共創推進課 R６要求

【新】 　

25 LINE公式アカウントによる情
報発信事業費

[020503]

*LINE公式アカウントによる発信回数:年60回以上（2024年度）

広報・共創推進課 R６要求

◎ 協働・共創の推進

26 共創推進事業費
[020502]

広報・共創推進課 R６要求

R５当初 2,495

客観的な根拠（データ）に基づく政策立案（EBPM）を一層推進するため、職員
に対しデータを活用した課題解決の進め方や、分析手法に関する知識・技術
の普及を図ります。

　　　・EBPMによる課題解決のためのモデル構築及び活用の推進
　　　・専門家による実践の支援
【拡】・職員向けデータ分析研修等の実施

*研修受講者数：120人(2023年度)→240人(2024年度)

8,526 R５当初 12,118

行政が「伝える」広報を県民等が「知りたい」広報に転換するため、民間の専門
人材の知見を活用しながら長野県広報取組指針等の職員への浸透や個別事
業の発信力強化を推進します。

　　　・職員研修の実施
　　　・広報取組指針アドバイザーの配置
　　　・広報コミュニケーションプランナーの配置

2,442

県民や企業、団体などと連携・協働した課題解決を一層進めるため、様々な仕
組み等を活用した共創の推進に取り組みます。

　　　・共創推進パートナー（民間専門人材）を活用した施策推進
　　　・包括連携協定企業と県とが互いの課題を共有し共創分野を模索する
　　　　共創セッションの開催
　　　・効果的な県民参加型予算（提案・共創型）を実施・構築するため
　　　　コーディネーターによる伴走支援を実施
　　　・企業や団体などが参画し新たな発想や問題意識を取り入れ、
　　　　共に創り上げた県民参加型予算（提案・共創型）について、

　　　　令和6年度予算案へ反映※

　　　※予算要求は各部局で実施

*共創セッションへの企業数　12社（2023年度）→15社（2024年度）

8,800 R５当初 8,889

県民等が自ら情報を取りにいかなくても、自分の知りたい県公式ホームページ
などの県政情報を受動的に入手できるようにするため、LINE公式アカウントによ
る情報発信を行います。

　　　・年代や関心等の属性に応じて情報を発信するセグメント配信などの
　　　　機能を有するLINE公式アカウントの開設
　　　・友達登録者数を増やすための広報活動の実施

9,808 R５当初 0

(企画振興部-6)


